
　本連載は、グローバル競争において「日本企業とし

ての強み」であり、他国企業には容易にまねできない

「文化」でもある「みんなが成長する組織づくり」と

いう考え方をベースとして進めています。今回と次回

は、グローバル人材戦略研究所が毎年発行している

『〈グローバル採用の教科書〉外国籍社員採用・活用

ハンドブック』の内容を踏まえつつ、「本社のグロー

バル化　日本採用・外国籍社員の人材育成」を紹介し

ていきたいと思います。

１　過去最高を記録する日本採用・外国籍社員

　2013 年に専門的な技術や知識等を活用して日本企

業に就職した外国人は 11,647 人（前年は 10,969 人）

となり、過去最高を記録しています。

　就職した外国人の主な国籍・地域別の内訳は、次の

とおりです（注１）。 

　①中国：7,637 人（前年は 7,032 人）

　②韓国：1,227 人（同 1,417 人）

　③ベトナム：424 人（同 302 人）

　④台湾：360 人（同 352 人）

　⑤ネパール：293 人（同 224 人）

　また、日本企業の海外事業展開に関するジェトロ（日

本貿易振興機構）のアンケート調査によると、海外ビ

ジネス拡大に向けた人材戦略については、連載の第３・

４回で取り上げてきた「現在の日本人社員のグローバ

ル人材育成」（45.1％）が最も多く、続いて「外国人

の採用、登用」（23.1％）、「海外ビジネスに精通した

日本人の中途採用」（22.3％）などとなっています。

実際の外国人採用の状況をみると、大企業は 70.3％

が採用している一方で、中小企業は 34.2％となって

おり、企業規模により差があります（注２）。

２　外国人社員の採用目的――代替か補完か

　日本において、外国人留学生などの海外人材を採用

する目的は、大きく以下の３つに分類されます。

「世界で通用する日本型組織」をテーマに活
動。クライアントは、日本を代表する大手企
業を中心に多岐にわたる。政府関係機関の有
識者会議委員、大学院講師なども務める。グ
ローバル人事制度の設計のほか、マネジメン
ト研修を日本語、英語、中国語の３カ国語で
行い、参加者の出身国は20カ国以上に上る。
著書に『外国人社員の証言　日本の会社40
の弱点』（文藝春秋）。日本人駐在員、ローカ
ル社員向けのオンライン研修「グローバルマ
ネジメント基礎講座」を監修。
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用」も同様）、採用から入社後数年という入口段階で、

「代替」、「補完」いずれかを意図しているのかによっ

て、当然のことながら採用対象や選考基準、配属先は

異なることになります。

　ここまで、外国籍社員の採用目的、さらに代替人材

か補完人材かという観点からみてきました。日本国内

における外国人社員の採用を含めた「グローバル人材」

の定義・対象は、国内・海外において、次の６種類に

分類できます。

国内：①日本人社員のグローバル化

　　　②外国人留学生などの海外人材

　　　③受入出向社員（インパトリエット。逆出向）

海外：①海外赴任者（エクスパトリエット）

　　　②現地社員

　　　③現地社員（第三国での活用）

　産労総合研究所が 2013 年に行った調査結果 をみ

ると「グローバル人材の定義」をしている企業は

12.4％にとどまっています（大企業は 27.1％）（注３）。

自社におけるグローバル人材がいずれに該当するかを

明確化し、そのなかで日本における外国人社員の位置

づけを定義し、社内で共有することが求められます。

３　外国籍社員活用の５つの壁

　外国籍社員を活用するにあたって、内定から職場で

活躍するまでには、次のような５つの壁が存在します

（図表１）。

⑴　内定辞退の壁
　グローバル採用では、日本人学生の採用と比べると、

自社製品・サービスおよび社風（どのような経営者、

先輩社員がいるか等）について本人の理解が足りない

まま、内定を出す傾向にあります。とくに海外大卒者

を直接採用する場合、内定辞退といったケースも見受

けられます。

　入社への不安解消とともに、動機づけの強化を目的

として、可能なかぎり内定者フォローを行うことが大

切です。あわせて、会社と仕事についての基礎知識の

提供を行うことにより早期の戦力化を図るというねら

いもあります。

　①「国籍不問採用」

　②「グローバル（ブリッジ）要員」

　③�「社内に異文化人材を受け入れることによる活性

化要員」

　もともと理工系人材の採用では、国籍不問採用が存

在していましたが、2001 年に中国が WTO に加盟し、

新興国が単なる製造拠点だけでなく研究開発や市場と

してとらえられるようになると、グローバル（ブリッ

ジ）要員という考え方が急速に広まってきました。

　また近年、海外売上高比率が増加をする一方、日本

における社内の人口構成が高齢化（いわゆる逆ピラ

ミッド構造）してくるなかで、外国人社員登用による

社内活性化を意図する企業も出てきています。

　各社においては、上記のうち、いずれかを唯一の採

用目的としているわけではなく、３つすべてを網羅し

つつ、その優先順位が企業によって異なる場合が多い

ようです。

　以上、３つの採用目的をみてきましたが、外国籍社

員の採用にあたっては、「代替」か「補完」かという

問題があります。

　簡単にいえば、「日本人と同じアウトプットを求め

る、まったく同じ扱いの『代替』人材としての採用」

であるのか、「日本人には難しい、外国人ならではの

強みを発揮する『補完（補強）』人材としての採用」

であるのかによって、対応施策はまったく異なってく

る点を強調しておきたいと思います。

　「代替」であれば、日本人との同質性・同調が求め

られ、メンバーシップ型雇用との親和性が高くなりま

す。先に述べたように、理工系人材では国籍不問採用

という考え方（実態）が古くから存在していましたが、

これは「代替」型といえます。

　一方、「補完」であれば、その異質性や専門性を存

分に活かしつつ協調することが求められ、ジョブ型雇

用との親和性が高くなるので、グローバル（ブリッジ）

要員という考え方は「補完」型といえます。

　筆者自身は、「代替」にせよ「補完」にせよ、採用

後の長い時間軸の人材マネジメントにおいては、いず

れ統合されていくという考えですが（長期の時間軸、

という点では「ジョブ型雇用」、「メンバーシップ型雇
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⑵　社会システムの壁
　住居・社会保障、納税などは、仕事をするうえで、

まず前提となる事項です。外国籍社員が日本で働く場

合は、日本人と同様に社会保険料の支払い義務があり

ます。日本では年金や健康保険、納税などは企業経由

で対応しているのに対し、外国籍社員の母国では、個

人が直接、行政手続きをしていることが多いため、自

社の外国籍社員に対して、行政に代わり日本の社会シ

ステムに関する詳細な説明をすることが求められるこ

とになります。年末調整や年金脱退一時金の説明も同

様です。

⑶　人事制度の壁
　給与などの処遇についても、日本企業の制度および

慣行では、新卒で入社後、学歴や在職年数によって一

律に取り扱われる例が多く、実質「就社」である日本

企業と、職務定義により個別性が高い、文字どおり「就

職」である海外企業という違いがあります。

　海外では、職務と給与が連動している（わかりやす

い）職務等級制度が一般的です。日本において長年慣

れ親しまれた職能資格制度は、人（能力）をベースに

等級を設定するものですが、留学生など外国籍社員か

らは、「わかりにくい」、「年功序列的」というような

コメントが聞かれます。職能資格制度は、近年では役

割等級制度に移行しつつあるものの、新卒一括採用と

職能資格制度的発想は切っても切れないものです。自

社の等級制度や昇給ピッチなどについて、わかりやす

く説明する工夫（コミュニケーションプラン）が必要

です。

⑷　専門性・日本語と上司とのマッチングの壁
　外国籍社員・企業の双方ともに、活用の要は配属先

とのマッチングであることについては認識が一致して

います（注４）。

　新しく組織に加わったメンバーが、組織の目標を達

成するために求められる役割や知識、規範、価値観な

どを獲得して、組織に適応していくプロセスのことを

「組織社会化」といいます。個人が組織に参入すると

きは、必ずこの組織社会化の過程を通過しなければな

らないと考えられます。個人が組織に適応（社会化）

していく過程では、人間関係や価値観などを理解する

文化的社会化と、仕事において求められる技能形成と

いう技能的社会化の双方を乗り越えることが必要とさ

れますが、とくに前者の文化的社会化については上司

図表１　違いを競争力に変える６段階と外国人社員の活用を阻む５つの壁
適応学習（管理、議論、Teach）

創造学習（支援、対話、Coach）

公式化調整
（全社、制度）

社会化調整
（職場、規範）

第１段階（理解） 第２段階（信頼）

第３段階（提案）第４段階（展開）

第６段階（文化）第５段階（深化）

①外国人社員の適応

⑤組織変革

②
ラ
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ン
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ジ
メ
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③知識移転

ラインマネージャー
による執行

内定者フォロー・入社

５．自らの役割・
　　意味・価値創
　　造の壁

２．社会システム
　　の壁 ３．人事制度の壁

４．専門性・日本語・上司
　　とのマッチングの壁

採用

１．内定辞退の壁
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によっても差があり、外国籍社員の定着に大きく影響

するといわれています。

⑸　自らの役割・意味・価値創造の壁
　「中・長期の雇用を前提としたパフォーマンス発揮」

が求められることが多い日本企業では、５年、10 年

と時間をかけて学び、それ以後時間をかけて貢献する

というモデルが機能しますが、１年単位の雇用契約な

ど「期間の限られたなかでのパフォーマンス発揮」が

求められる海外企業では、成果を生み出すための時間

軸は当然異なります。「代替」、「補完」の概念は先に

紹介しましたが、このような異なる時間軸を踏まえる

と、図表２に示すような認識ギャップが出てくるとも

いえます。

◇

　以上、外国人社員の活用を阻む５つの壁をみてきま

した。国籍を問わず、筆者が研修等でお会いする外国

籍社員から出てくる会社への３大不満は、「役割がわ

からない」、「フィードバックがない」、「キャリアがみ

えない」というものです。注目すべきは、これらの不

満のすべてが、直属の上司とかかわるものであること

です。次回は、実際に多くの企業で行っている研修事

例を紹介します。

（注）
１．�法務省（2014）「平成 25 年における留学生の日本企業等へ

の就職状況について」
２．�日本貿易振興機構（2015）「2014 年度日本企業の海外事業

展開に関するアンケート調査」
３．�「第６回　人事制度等に関する総合調査」産労総合研究所『人

事実務』2014 年５月号
４．�独立行政法人労働政策研究・研修機構（2008）「日本企業に

おける留学生の就労に関する調査」

図表２　役割と時間軸でみる認識ギャップ

時　間　軸

中　期短　期

役

　
　
　割

代替
企業が求める

「日本人と同じ役割を、
長期間で果たす」

補完
本人が求める

「外国籍社員ならではの役割を、
短期間で果たす」

認識
ギャップ
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